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研究成果の概要（和文）：本研究は、新興国市場におけるグローバル・マーケティング戦略の成功は、新興国市場、中
国、ASEAN、インド市場においてボリュームゾーンを形成する中間層を表の競争力としてのマーケティング力によって
いかに満足させるかにかかっていることの重要性を、パナソニックとソニーのマーケティング戦略の実態調査によって
解明した。この両社はいずれもそれぞれの市場において、他国の企業に先行し参入しながら、参入新興国の顧客ニーズ
を軽視した先進国型のマーケティング戦略によって参入したため、後発企業の韓国系のサムスン電子やLG電子に競争優
位を奪われた。今、この反省をもとに、新興国主導型のマーケティング戦略の再構築をしている。

研究成果の概要（英文）：This research is that the success of the global marketing clarified how it is 
important that global marketing satisfies the middle class in an emerging market by making investigation 
about Panasonic Co. and Son in China, ASEAN and India.
Although both of these companies entered in advance emerging countries, they could not satisfy consumers 
in emerging countries. Because they made use of advanced country's marketing strategy, Sumsung Co. and LG 
Co. in Korea took replace Panasonic Co. and Sony Co.as a leader. Now they are trying to reconstruct the 
marketing for the consumers in emerging country.

研究分野： 商学

キーワード： 中間層　現地化　新興国市場　パナソニック　ソニー　サムスン電子　LG電子
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）グローバル・マーケティング研究にお
い て 、 こ れ ま で W.Keegan, 
M.C.Green,M.Kotabe、大石芳裕をはじめと
する内外の代表的研究者は、先進国市場を対
象とした研究を中心に行われている。しかし、
２１世紀を画期として、新興国市場の登場を
背景に、韓国のサムスン電子や LG 電子、さ
らには中国のハイアールや TCL などが頭角
を現し、グローバル・マーケティングの積極
的な展開を開始している。にもかかわらず、
新興国市場におけるグローバル・マーケティ
ングに関する研究は緒に就いたばかりで遅
れている。 
（２）１９９０年代に始まった先進国を中心
とした市場のグローバル化とグローバル競
争の中で、パナソニックやソニーが戦後急速
に増大してきた新中間層をターゲットに新
製品の「垂直立ち上げ」と「世界同時発売」
を内容とするグローバル・マーケティング戦
略を展開し、日本企業の圧倒的優位の時代の
到来が予想された。ところが、２１世紀を画
期として、新興国市場の台頭を背景に、韓国
系のサムスン電子や LG 電子さらには中国系
のハイアールや TCL などが登場し、それら
が従来型の先進国型グローバル戦略のパラ
ダイム転換によって、新興国市場の新中間層
をターゲットとした新しいグローバル・マー
ケティング戦略を掲げて登場してきた。その
結果、先進国市場の戦略に固執してきた日本
企業は、韓国系企業にリーダーの地位を奪わ
れ、かつて輸出マーケティング時代に日本企
業によってキャッチアップされた米国企業
と同じ立場に立たされ苦闘している。今、日
本企業にとって必要な戦略とは何か、また、
新興国市場において成功するグローバル・マ
ーケティング戦略とはなにか、その実態を踏
まえた研究が遅れている。 
 
２．研究の目的 
（１）日本を代表する家電企業パナソニック
とソニーがかつてアメリカ企業にキャッチ
アップし、さらにそれを凌駕した時と同様に、
現在リーダーである韓国系企業を凌駕する
ためには、日本の家電企業は韓国企業のフォ
ロワーとしてリーダーから何を学び、どのよ
うな戦略で優位性を発揮しようとしている
のか、まず、表の競争力としてのマーケティ
ングの側面からその実態に迫る。 
（２）実態を踏まえ、これまで私が研究して
きた先進国型グローバル・マーケティング戦
略と比較した新興国型グローバル・マーケテ
ィング戦略のあり方をモデル化する。 
 
３．研究の方法 
（１）まず、パナソニック、ソニーを中心と
した会社史、社内情報、電波新聞、日経産業
新聞などの業界紙から第二次資料から新興
国市場でのマーケティングの実態を把握す
る。 

（２）次に、パナソニックとソニーを中心に
現地を訪問し、インタビューの実施により、
両社の新興国市場におけるマーケティング
戦略の実態を把握する。さらには現地のジェ
トロ代理店、博報堂と電通代理店、現地の日
本商工会などを訪問し、インタビューを行い、
上記テーマの情報を収集する。 
（３）最後に収集したデータを分析し、理論
化する。 
 
４．研究成果 
アジアを中心とする中国市場、ASEAN 市場、
インド市場の３つの新興国市場における日
本の家電のマーケティング戦略の実態から
問題点と改革の方向を明らかにした。 
（１） 中国市場における日本の家電企業の

グローバル・マーケティング戦略の
問題点と課題 

１３億の世界最大の人口を有する市場で、１
９７９年鄧小平による改革・解放政策によっ
て外資に対して市場を開放して以来、市場経
済化を加速し、GDP 規模で日本を抜き世界第
２位、アジア最大の市場となっている。ボリ
ュームゾーンを形成する新中間層の増大に
よって巨大規模の市場を形成している。松下
電器（現パナソニック）や日立製作所が富裕
層をターゲットに先進国型のグローバル・マ
ーケティングを掲げいち早く参入し、ここで
一定の成果を上げた。しかし、現在では日本
企業に遅れて参入してきた韓国系企業によ
る、徹底した現地重視のマーケティング戦略
攻勢により日系企業は苦戦を強いられてい
る。加えて、現地のハイアール、海信集団や
TCL などが、日本から生産やマーケティング
技術を積極的に学び、日本企業を凌駕する勢
いで急成長しており、儲かる分野と見るや、
一気カ成に増強し乗り出し、凄まじい価格低
下圧力をかけてくる。ここでは日系企業のみ
ならず韓国系企業すら苦戦している。 
日本企業の苦戦の最大の理由は、生産や品質
における優位性にも関わらず、現地の顧客ニ
ーズを軽視した先進国モデルのマーケティ
ング戦略の導入によるものであった。そのこ
とを理解したパナソニックやソニーは、現地
の顧客の要求を重視し、マーケティング投資
に重点を置いた戦略転換を始めている。 
パナソニック中国が現地化を意識し本格的
にマーケティン重視の戦略を開始したのは
２０１３年からである。その象徴がパナソニ
ック中国家電販社トップに中国人を社長に
し、日本人社員を減らし、現地人を重視した
事業に転換している。商品戦略においては、
機能価値よりデザインやストーリーを重視
した感性価値重視の戦略、これまでタブーと
されていた ODM（委託者のブランドで製品を
設計・生産すること）商品開発の導入、チャ
ネル戦略では現地消費者へのきめ細かな対
応を重視した量販店比率の低減と専売店網
の重視、それと並行したインターネットの普
及を反映したE－Commerceへの参入などに現



地化重視の事実の戦略がみられる。 
 
（２） ASEAN 市場における日本の家電企業

のグローバル・マーケティング戦略
の問題点と課題 

ASEAN 市場は１９６７年にインドネシア、マ
レーシア、タイなど５カ国で発足し、現在で
は１０カ国で１つの経済共同体を形成する
人口６億人を抱えている巨大市場である。タ
イは親日国で日本との経済的結びつきも強
く、ASEAN 市場の中でも最も早くから食品、
アパレル、自動車、家電製品などの日本製品
の人気が高く、自動車やバイクの牙城であっ
た。しかし、２１世紀になると韓国系企業の
サムスン電子や LG 電子、さらには中国系の
ハイアールやTCLなどが、日本企業を猛追し、
現在ではテレビや携帯電話をはじめ、洗濯機、
冷蔵庫など日本企業の圧倒的に強い白物製
品においてすら日本企業を凌駕し始めてい
る。ベトナムは社会主義革命後、９０年代に
政府の外国企業誘致により、松下電器（現パ
ナソニック）を先頭に日系企業は他国に先ん
じて参入した。しかし、現在ではここでもサ
ムスン電子や LG 電子が日系企業に対して優
位にある。 
韓国製家電製品がタイやベトナムで支持さ
れる理由には、価格が安いだけでなく、洗練
されたデザインの斬新性、本国政府のバック
アップによる大量の広告宣伝攻勢などマー
ケティング戦略の優位性にある。それに対し
て、  日系企業は技術や品質の高さにもか
かわらず、価格やプロモーションの面で後れ
をとっている。たとえば、パナソニックもソ
ニーも本社で先進国向けに企画、開発したも
のを一部現地向けに修正した製品を販売し
てきた。 
その典型的な事例が次のテレビの工場長の
発言に示される。ベトナム・パナソニックは、
画質で差別化していた。しかし、斜めから見
ても綺麗なパネルを日本で作っていたので
コストの壁を越えることができず、コスト優
位性を発揮できなかった。画質を良くして顧
客に訴えたが、日本や欧州ではデジタル画像
で綺麗な信号で流すため画像の優位性が出
せた。しかしアジアではアナログのため放送
局自体がよい信号で流していないため、店頭
でいくら画質の良いテレビでも、サムスンの
テレビも日本のテレビも家庭に持ち帰ると
同じ画質になる。気は付いていたが、パネル
はブラックボックスの中で作れという本社
のポリシーがあったので、続けていたが、コ
スト高になった。当時は、基本的には欧米、
日本向けの考えがあったため、そのまま続け
ることを余儀なくされた。 
しかし、近年、この市場に対してボリューム
ゾーンを形成する中間層への販売の拡大を
目指し、過剰な機能をできるだけそぎ落とし、
コスト削減による価格の低下の戦略を採用
している。また、日本向けに生産していた工
場は現地向けの生産に転換するなど地産地

消に転換している。ベトナムの人口の７割は
地方に住んでいる。ここには零細な電気屋小
売店が多い。これらの小売業の４５％は国有
の卸商を通して購入している。パナソニック
は「かわいいショップ」（現地人による命名）
を約１００店舗組織している。これはベトナ
ム人が発案したもので、規模も大きく地方一
番店をめざし、展示ができ、説明を重視した
現地に根差した店舗で成功している。 
 
（３） インド市場における日本の家電企業

のグローバル・マーケティング戦略
の問題点と課題 

インド市場が急速に経済成長を遂げたのは、
１９９１年に政府による国内投資の自由化、
貿易の自由化、外国投資の規制緩和などの導
入を契機としている。外資導入後は、欧米系
の Philips や Whirlpool をはじめ日系企業の
パナソニック、ソニー、日立、東芝、三洋電
機などと韓国系のサムスン電子、LG 電子、さ
らには中国系のハイアール、TCL 集団など家
電企業を中心にスズキ、現代自動車などが参
入、それに地場企業が加わり、インド市場で
は相互にしのぎを削る競争が展開されてい
る。家電部門では、日本企業は比較的早くに
参入しながら、ここでも後発参入の韓国系企
業に優位性を奪われ、それに挑戦する立場に
なっている。 
インド市場は現在アジアの中では中国に次
ぐ１２億人の人口をかかえ、２０２０年には
中国を抜いて世界一の巨大市場になろうと
している。とりわけ市場の最大のボリューム
ゾーンを形成する中間層の拡大が都市部を
中心に伸びており、これまで日本企業が韓国
系との競争の中で、中級品以上のものでは競
争できるのであるが、中間層の需要の多い普
及品といわれる低コスト製品では韓国や中
国勢に後れをとっていた。価格を低くして競
争し売り上げを上げることはできても、収益
面で採算が取れない。とはいえインドでこの
面の高い需要を無視することはできない。パ
ナソニック事業部で作った商品ではインド
の消費者にフルカバーできない。そこで、パ
ナソニックは、これまでは本社の事業部長が
全ての権限をもって、商品開発やブランドな
ど決定していたが、それをインドに関しては、
現地で権限を持って現地に適した製品を作
ろうということを、インドで先行して実施し
することになった。今ではインド独自の ODM
商品の買付けも本社の許可なく可能となり、
インドの消費者の多様なニーズに即応する
とともに、サムスンのフルライン戦略にもス
ピーディに対抗できるようになった。「これ
が功を奏して、今では韓国勢と５分に戦える
最低の商品ラインアップが上から下まで揃
った」（伊東インド・パナソニック社長）と
いう状態になっている。これまでは垂直統合
の自前主義を貫いてきたパナソニックは社
会的分業の一つであるODM方式を中国同様イ
ンドでも採用している。パナソニックブラン



ドをつける以上、無条件に ODM 戦略を行うこ
とはしない。品質には徹底的に拘り取引先の
工場の選定、工場検査から始まり購入部品の
検査まで直接工場にまで立ち入りチェック
し、出来上がった商品の品質管理の上で、ブ
ランドを付けている。単に穴埋めのための
ODM でないことは重要である。テレビに関し
て３２インチ以下はコモディティ化してお
り、品質で差別化が困難なため、ODM を通し
て価格とデザインで差別化をしている。コス
トは量に比例するところがあるので、中国の
超有力企業と提携し商品展開している。「イ
ンド地域適格商品の開発」商品は、テレビの
他カムコーダー、電子レンジ、エアコン、空
気清浄機、スマートフォンなどがある。 
ソニーインドは、現在インドで競争優位に

あるサムスン電子や LG 電子に対し、チャレ
ンジャーとして反撃の戦略を強化し、本社の
不振とは対照的に年々売り上げを伸ばして
いる。ソニーインドの主力製品であるテレビ
のように標準化の強い製品においても、何の
調整や修正もなく持ち込むと成功しないこ
とは新興国市場で経験済みである。「ゼロか
らインド発の商品を作るとすれば、それは失
敗する」（ソニーインド木村社長）。とはいえ、
インド人は普通良いものを好み、世界的に売
れ行きのいいものはインドでも売れるが、そ
れだけでは、爆発的な売れ行きには結びつか
ない。インド人の嗜好をしっかり取り入れな
ければならない。そこで、ソニーインドは現
地人好みの「画質」とソニーが得意とする「音
質」を開発し大きな売り上げを実現し、LG 電
子を抜き、サムスン電子とは互角の時にはそ
れ以上の戦いを展開している。さらに、ソニ
ーインドの成長を支えている決定的に重要
なものに、綿密に計算されつくされた販売網
がある。ソニーインドは独自の徹底した現地
化した流通チャネルの戦略によって優位性
を発揮している。たとえば、POS やプロモー
ターから日々入ってくる製品販売データだ
けでなく実売データも合わせることで流通
在庫を確認し、精度の高い商品供給と販売施
策を実施している。このうようなデータに基
づいた小売末端の販売状況の把握にとどま
らず、流通末端で生じている問題の把握と問
題解決のアドバイスなどソニー独自の「カル
テ」に基づいた指導を行っている。ソニーの
この販売チャネル戦略は、現場重視のローカ
リゼーションが決定的に重要な新興国で、差
別化のキーの武器となっている。この模倣す
ることが困難なノウハウの蓄積は、ソニーイ
ンドならでの独自の「暗黙知」の戦略といえ
よう。 
 

（４） 新興国市場重視のグローバル・マー
ケティング戦略の組織 

パナソニック本部は、新興国市場ではこれま
での日本の成功事例の展開では通用しない
ことの反省に立ち、日本が全てを決めるやり
方を変える脱日本依存を宣言している。これ

まではグローバル戦略の拠点を日本の本社
に置いていたが、２０１４年からは「戦略地
域事業本部」を初めて海外のインド・デリー
に設置し、グローバル事業の責任者をここに
常駐させ、海外事業に関する全権限を委譲し
ている。 
 とりわけ、これまで取り組みが弱かった中
国、アジア地域の強化を推進するため、２０
１５年４月からはアジアと中国地域統括会
社の AP(アプライアンス)中国を設置し、域内
の権限を移譲している。家電は今後アジア地
域で、開発、製造、販売の一体の体制にした。
中国とアジア地域は、両社に大幅な権限を移
譲することでスピード感を持って地域完結
型の経営を推進していく方針である。 
 以上、明らかになったことは、これまで日
本の家電企業が採用してきた先進国市場で
成功したグローバル・マーケティング戦略は、
新興国市場では通用しないことが、パナソニ
ックとソニーのケーススタディによって明
らかになった。今後この実態を踏まえ、著者
がこれまで明らかにしてきた先進国におけ
るグローバル・マーケティング戦略との比較
研究をすることによって、新興国市場におけ
るマーケティング戦略の姿を解明したい。 
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